
95.6%

4.4%

令和元年度に第３学年に在籍する生徒の

主権者教育の実施状況（全体）

１ 実施した（予定含む） ２ 実施していない

89.8%

10.2%

私立

98.0%

2.0%
国公立

＜国公立・私立の内訳＞

主権者教育（政治的教養の教育）実施状況調査について（概要）

１．令和元年度第３学年生徒の状況について

＜実施していない学校について＞
・国公立高等学校等においては、特別支援学校が多い
傾向が見られた。
・私立高等学校等においては、通信制課程が多い傾向
が見られた。

（n = 1,299課程）

＜取組の内容について（予定含む）＞ ※「実施した」と回答した課程における割合。いずれも複数回答可。 （単位：％）

84.6 

34.4 

47.3 

14.6 

１ 公職選挙法や選挙の

具体的な仕組み

２ 現実の政治的事象に

ついての話し合い活動

３ 模擬選挙等の実践的

な学習活動

４ その他

②具体的な指導内容

59.9 

61.4 

28.6 

1.5 

１ 教科書を使用

２ 副教材を使用

３ その他

４ 現時点では検討中

③教材の使用状況

42.7 

6.8 

3.2 

1.9 

4.9 

48.2 

3.9 

１ 選挙管理委員会と連携

２ 地方公共団体と連携

３ 議会事務局と連携

４ 大学と連携

５ 関係団体・NPO等と連携

６ 連携していない

７ その他

④指導に当たっての連携状況

74.4 

20.2 

46.3 

14.9 

１ 公民科

２ 総合的な探究（学習）

の時間

３ 特別活動

４ その他

①実施した教科等

－調査の概要－
（１）調査対象
（１～２について）
・国公私立高等学校等（特別支援学校高等部、中
等教育学校含む）1,587課程を対象とした抽出調
査（任意回答）
【有効回答数1,299課程（有効回答率81.9%）】
（３について）
・全都道府県・指定都市教育委員会

（２）調査項目
（１～２について）

・学校における主権者教育（政治的教養の教育）
の実施状況
（３について）
・教育委員会による高等学校等への支援状況

（３）実施時期
令和元年１２月～令和２年１月

（４）実施方法
・民間企業に委託してオンライン調査として実施



84.3%

15.7%

第３学年（令和元年度）

※予定含む

２．令和元年度第３学年に在籍する生徒の第１学年・第２学年・第３学年在学時の主権者教育の実施状況について

（n = 1,299課程）（n = 1,299課程）（n = 1,299課程）

①実施する
教科等

②具体的な
指導内容

③指導の
時間数

④教材の
使用状況

⑤指導に
当たっての
連携状況

※「取組の内容について」は、該当学年で「実施した」と回答した課程における割合。③と⑥を除き複数回答可。

（単位：％）＜取組の内容について＞

59.9
15.3

42.0
11.5

１ 公民科

２ 総合的な探究の時間

３ 特別活動

４ その他

76.3
26.1

39.5
11.1

１ 公職選挙法や選挙の具体的な仕組み

２ 現実の政治的事象についての話し合い活動

３ 模擬選挙等の実践的な学習活動

４ その他

27.7
58.4

12.9
0.8

１ １時間

２ ２～４時間

３ ５時間以上

４ 現時点では検討中

47.6
50.5

19.5
8.4

１ 教科書を使用

２ 副教材を使用

３ その他

４ 現時点では検討中

45.6 
18.0 

47.6 
12.7 

１ 公民科

２ 総合的な探究の時間

３ 特別活動

４ その他

69.4 
23.9 

44.5 
10.4 

１ 公職選挙法や選挙の具体的な仕組み

２ 現実の政治的事象についての話し合い活動

３ 模擬選挙等の実践的な学習活動

４ その他

32.1 
58.1 

9.6 

１ １時間

２ ２～４時間

３ ５時間以上

38.8 
47.5 

30.5 

１ 教科書を使用

２ 副教材を使用

３ その他

40.0 
6.1 

1.6 
1.4 
4.2 

50.7 
2.1 

１ 選挙管理委員会と連携
２ 地方公共団体と連携
３ 議会事務局と連携

４ 大学と連携
５ 関係団体・NPO等と連携

６ 連携していない
７ その他

63.0 
14.0 

40.1 
8.1 

１ 公民科

２ 総合的な探究の時間

３ 特別活動

４ その他

74.3 
25.7 

37.1 
8.2 

１ 公職選挙法や選挙の具体的な仕組み

２ 現実の政治的事象についての話し合い活動

３ 模擬選挙等の実践的な学習活動

４ その他

29.6 
59.2 

11.1 

１ １時間

２ ２～４時間

３ ５時間以上

52.4 
52.4 

22.0 

１ 教科書を使用

２ 副教材を使用

３ その他

32.1
4.0 

1.8 
0.9 
2.4 

60.4 
2.2 

１ 選挙管理委員会と連携
２ 地方公共団体と連携
３ 議会事務局と連携

４ 大学と連携
５ 関係団体・NPO等と連携

６ 連携していない
７ その他

⑥参議院選挙を題材
とした主権者教育

41.9
58.1

実施した
実施していない

34.4
5.2

2.5
0.8
3.7

56.3
2.7

１ 選挙管理委員会と連携
２ 地方公共団体と連携
３ 議会事務局と連携

４ 大学と連携
５ 関係団体・NPO等と連携

６ 連携していない
７ その他

65.4%

34.6%

第２学年（平成３０年度）

68.7%

31.3%

第１学年（平成２９年度）

１ 実施した

２ 実施していない



○ 約９割の教育委員会が高等学校等の主権者教育を支援する取組を実施しており、具体的な取組内容として
は、教員等に対する研修を実施している教育委員会が約５割、独自の教員向け指導資料や事例集等を作成・提供
している教育委員会が約３割、授業で利用できる資料等を作成している教育委員会が約２割見られる。

○ 各都道府県における特徴ある取組としては、下記のような取組が見られる。

・ 実社会の課題を多面的に捉え、話し合いや討論による合意形成を目指す取組を実施。学級ごとに設定したテーマ
について情報収集・分析を行い、課題解決策を検討の上、市役所に提案。市役所職員から指摘された問題点を改
善し、提案内容を練り上げ、校内で発表する学習を実施。（福井県）

・ 地方検察庁と連携した模擬裁判や、税務署と連携した話し合い活動を実施。（埼玉県）

・ 市の選挙管理委員会と連携して模擬選挙を実施。また、市議会議員から議員になった動機や立候補の手続き、
議員としてのやりがいなどについて伺い、市の課題について話し合いを行う取組を実施。（新潟県）

・ 管理職、学年主任、各学年主権者教育担当者、地理歴史科、公民科の担当者からなる校内委員会を設置して主
権者教育を学校全体での取組として推進。１年生で市行政の取組と課題について、２年生で県行政の取組と課題に
ついて学習し、地域課題の解決策を考える取組を実施。（三重県）

・ 新聞同好会が、７月の参議院議員選挙に合わせて、第３学年生徒に対して主権者としての意識調査を行い、それ
をもとにした記事や、投票の仕方や選挙運動に関する記事を掲載した学校新聞を生徒全員に配布。（鹿児島県）

・ 県内の高校生から希望者を募り、大学生も交えて、合宿形式で社会問題等について話し合い、提言としてまとめ
ていく取組を実施。提言は県議会を訪問しプレゼンテーションを行い、議員と意見交換を行う。（長野県）

３．教育委員会による支援について


